「障害者自立支援法案の充実を求める」請願書

請願の趣旨
昨年１０月１２日の第１８回社会保障審議会障害者部会において厚生労働省より「今後の障害保健福祉施策について（改革のグランドデザイン案）」が示され、２月１０日には国会に「障害者自立支援法案」が提出されました。
この法案においては「障害保健福祉施策の総合化」「自立支援型システムへの転換」「制度の持続可能性の確保」が掲げられ、具体的な仕組みとして「各サービス共通の尺度と市町村審査会の設置」「応益負担の導入」などが出されてきています。一つひとつの具体的な施策について見ていくと、私たち障害当事者や、支援を担う者、また市町村にとっても、下記のとおり非常に不十分な点や到底容認できない問題点が多くあります。この法案が成立・施行されることで、障害者福祉が長年かけて積み上げてきた障害者の自立と社会参加の制度、支援費の理念にもある自己選択・自己決定が覆り、障害者の生活を根本から脅かすものとなることを危惧しています。
厚生労働省はこの様な障害者福祉の大改革にも関わらず、障害当事者団体や地方自治体との充分な議論もせず２月には法案提出を強行し、過密なスケジュールでの改革を推し進めようとしています。このままでは多くの面でサービスの切り下げとなり、負担や責任を利用者と地方自治体に押しつけることとなります。また現在示されているスケジュールでは現場を担う市町村に大きな混乱をもたらし、ひいては利用者の生活を揺るがす結果となります。
私たちは厚生労働省や国会議員に対し特に問題となる「障害者自立支援法案」について、少なくとも半年から１年かけて、障害者の地域生活の実態を充分に把握し、障害当事者団体や自治体と検討・議論を重ねた上での法案成立、施行を求めています。
つきましては、下記の事項について国の関係機関に強くはたらきかけていただきますよう請願します。

記

①ホームヘルプについて
義務的経費に上限を設けるのではなく、重度障害者が地域で自立生活を維持できる必要なヘルパーの派遣時間数を確保すること

②ガイドヘルプについて
全ての障害種別（身体・知的・精神等）において個々のニーズに応じた個別給付のガイドヘルプ（移動介護）が保障され、また障害者（利用者）が事業者を自由に選択できるしくみを継続するとともに、重度訪問介護（現行の日常生活支援）と同様に、長時間の利用ができ、かつ、家の中でも外でも柔軟に利用できる制度にすること
③市町村審査会について
審査会の役割は障害程度区分の判定のみとするよう、また、市町村は障害程度だけでなく、勘案事項に基づきニーズに対応した支給決定が行えるようにすること。さらに、支給決定等に対して不服があった場合機能する不服審査会も都道府県で設置が義務づけられるようにすること
④グループホームについて
障害程度によって「場」を分けるのではなく、「人」によって支援の度合いを判断し、ホームヘルプが必要な人には必要な時間派遣できるようにすること。また、入居者人数も３～４人から認めること
⑤小規模通所授産・通所授産施設について
小規模通所授産・通所授産施設においてもグループホームと同様、障害程度だけで「場」を分けるのではなく本人の意志やその時の状況などに応じた選択ができるようにすること
⑥利用者負担について
介護保険のような応益負担ではなく、現在支援費制度の費用負担である応能負担を継続すること。応益負担では重度障害者の生活費を圧迫し、必要なサービスを我慢する状況を引き起こすため、所得能力に応じた応能負担を継続すること
⑦精神障害者の通院公費負担について
通院公費負担制度を見直しせず継続すること。また、身体障害児･者に関する育成医療や更生医療等も見直しせず継続すること
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